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やイベントを定期的に開催しております。企業とクリエイターが交流できる場も設けておりますの

で、是非ご参加ください。 

その他、ICC チーフコーディネーターによるクリエイティブコンサルティングをご利用いただくこ

とも可能です。コンサルティングでは、貴社のお悩みのご相談からクリエイティブの仕組みを導入

する方法の提案などを行っております。 

   また、貴社の経営課題に関するご相談は、市や国で行っているアドバイザー派遣制度等（３回まで

無料）や、中小企業基盤整備機構の無料の経営相談等もございます。    

   [参考] 

■ICC「クリエイティブコンサルティング」http://www.icc-jp.com/ja/2013/12/002303.php      

■札幌中小企業支援センター「中小企業アドバイザー派遣制度」 

     http://chusho.center.sec.or.jp/E-1-2-1.htm 

■中小企業庁「ミラサポ専門家派遣制度」https://www.mirasapo.jp/specialist/flow1.html        

■ 中小企業基盤整備機構 http://www.smrj.go.jp/consulting/index.html 

                                                    

Ｑ１０ 医療法人だが、本補助金の道内中小企業に該当するのかどうか？ 

Ａ１０ 北海道内に本社を有する医療法人及び医業を主たる事業とする社会福祉法人、財団法人または社

団法人であって常時使用する従業員の数が 300 人以下である場合は、申請が可能です。 

 

Ｑ１１ 対象となる中小企業とは？ 

Ａ１１ 中小企業基本法第２条第１項各号に掲げる会社及び個人をいいます。 

会 
 
 

社 

製造・建設・運輸業 
資本金または出資の総額が３億円以下、 

もしくは、従業員が 300 人以下 

卸売業 
資本金または出資の総額が 1億円以下、 

もしくは、従業員が 100 人以下 

サービス業 
資本または出資の総額が 5000 万円以下、 

もしくは、従業員が 100 人以下 

小売業 
資本または出資の総額が 5000 万円以下、 

もしくは、従業員が 50 人以下 

 

Ｑ１２ 道内中小企業者とは何か？ 

Ａ１２ 道内中小企業者とは北海道内に本社を有する中小企業者です。 

ただし、①発行済み株式の総数または出資金額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中

小企業者 ②発行済株式の総数または出資金額の３分の２以上を大企業が所有している中小企

業者 ③大企業の役員または職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている中小

企業者を除きます。 

 

Ｑ１３ 会社とは何か？ 

Ａ１３ 株式会社、合名会社、合資会社、合同会社及び士業法人です。 

 

Ｑ１４ 士業法人とは何か？ 

Ａ１４ 士業法人とは、監査法人、特許業務法人、弁護士法人、税理士法人、司法書士法人、社会保険労

務士法人、土地家屋調査士法人及び、行政書士法人です。株式会社、合名会社、合資会社、合同

会社及び士業法人です。 


